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住 … 一般の住宅借入金等特別控除の場合(増改築等を含む。)
… 一般の住宅借入金等特別控除の場合(増改築等を含む。)で住宅が特例居住用家屋に該当する場合

認 … 認定住宅の新築等に係る住宅借入金等特別控除の場合
… 認定住宅の新築等に係る住宅借入金等特別控除の場合で住宅が特例認定住宅等に該当する場合

増 … 特定増改築等住宅借入金等特別控除の場合
震 …

… 震災再取得等の適用を選択した場合で住宅が特例居住用家屋に該当する場合
※

・ 「特定取得」(特別特定取得以外)に該当する場合には「（特）」、
・ 「特別特定取得」に該当する場合（「特例取得」及び「特別特例取得」を含む。）には「（特特）」、
・ 「特例特別特例取得」に該当する場合には「（特特特）」と併記してください。
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受給者の令和８年１月１日(中途退職者は退職時)現在の住所又は居所を記載してください。
なお、同居又はアパートなどに住んでいる方については、「〇〇方」、「××荘△号」等と付記してください。

給与所得控除後の給与等の金額を記載してください。なお、所得金額調整控除の適用がある場合には、所得金額調整
控除の額を控除した後の金額を記載してください。

③ 所得控除の額の合計額

給与所得控除後の給与等の金額から控除した、社会保険料控除、小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控除、地震
保険料控除、障害者控除、寡婦控除、ひとり親控除、勤労学生控除、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除、特定
親族特別控除及び基礎控除の額の合計額を記載してください。
(注)「配偶者控除」と「配偶者特別控除」は、重複して適用を受けることはできません。

④ 配偶者(特別)控除の額

「給与所得者の配偶者控除等申告書」に基づいて控除した配偶者控除の額又は配偶者特別控除の額を記載してくださ
い。
(注)受給者本人の合計所得金額が1,000万円を超える場合は、配偶者控除及び配偶者特別控除の適用を受けることはで
きません。また、配偶者の合計所得金額が58万円以下の場合又は133万円を超える場合は、配偶者特別控除の適用を受
けることはできません。

⑤
住宅借入金等特別控除
の額

16歳未満の扶養親族の場合には、氏名の後に「(年少)」と付記してください。
控除対象扶養親族が非居住者である場合、氏名の後に対応する数字を記載してください。16歳未満の扶養親
族が国内に住所を有していない方である場合には、氏名の後に「(非居住者)」と記載してください。

「給与所得者の基礎控除申告書」から転記してください。ただし、基礎控除の適用がない場合には「0」と記載しま
す。

③給与支払報告書（個人別明細書）

住所①

②
給与所得控除後の金額
　　(調整控除後)

上記の区分のほか、この控除に係る住宅の新築、取得又は増改築等が

住宅借入金等特別控除適用数
年末調整の際に(特定増改築等)住宅借入金等特別控除の適用がある場合には、当該控除の適用数を記載してくださ
い。
住宅借入金等特別控除可能額

年末調整の際に「給与所得者の(特定増改築等)住宅借入金等特別控除申告書」に基づいて計算した住宅借入金等特別
控除の額を記入してください。

住宅借入金等特別控除
の額の内訳

認（特家）

住（特家）

適用を受けている(特定増改築等)住宅借入金等特別控除の区分を次のように記載してください。

⑥

居住開始日は和暦で年、月、日を分けて記載してください。

住宅借入金等特別控除区分(1回目、2回目)

(特定増改築等)住宅借入金等特別控除額が算出所得税額を超えるため、年末調整で控除しきれない控除がある場
合、記載してください。
居住開始年月日(1回目、2回目)

　　※詳しい記載方法は「令和７年分給与所得の源泉徴収等の法定調書の作成と提出の手引」
　　（国税庁）をご確認ください。
 　　(https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hotei/tebiki2025/index.htm)

⑧ 摘要

基礎控除の額⑦

  震（特家）

東日本大震災によって自己の居住の用に供していた家屋が居住の用に供することができなくなった場合
で、平成23年から令和7年12月31日までの間に新築や購入、増改築等をした家屋に係る住宅借入金等につ
いて震災特例法第13条の2第1項「住宅の再取得等に係る住宅借入金等特別控除」の規定の適用を選択した
場合

特定親族である場合には、氏名の後に対応する数字を記載してください。

⑨、⑩ 特定親族特別控除
【特親】欄
主たる給与等において、年末調整を行っている場合で、特定親族がいる場合には、「左の欄」に、主たる給与の支払
者が自己が支払う給与から控除した特定親族の数を記載してください。

【特定親族特別控除の額】欄
「給与所得者の特定親族特別控除申告書」に基づいて控除した特定親族特別控除の額を記載してください。（注）親
族等の合計所得金額が58万円以下の場合又は123万円を超える場合は、特定親族特別控の適用を受けることはできませ
ん。
※特定親族とは、受給者と生計を一にする年齢19歳以上23歳未満の親族等で合計所得金額が58万円超123万円以下で
ある方をいいます。

年末調整の際に2以上の(特定増改築等)住宅借入金等特別控除の適用がある場合又は適用を受けている住宅の取得
等が特定増改築等に該当する場合には、その取得等ごとに「住宅借入金等年末残高」を記載してください。

住宅借入金等年末残高(1回目、2回目)

控除対象扶養親族等又は16歳未満の扶養親族が5人以上いる場合には、5人目以降の控除対象扶養親族等又は16歳未
満の扶養親族の氏名を記載します。この場合、氏名の前には括弧書きの数字を付し、「(備考)」欄に記載するマイ
ナンバーとの対応関係が分かるようにしてください。また、この欄に記載される控除対象扶養親族等又は16歳未満
の扶養親族が次に該当する場合には、それぞれ次の内容を付記します。

同一生計配偶者（控除対象配偶者を除く。）を有する方で、その同一生計配偶者が障害者、特別障害者又は同居特
別障害者に該当する場合は、同一生計配偶者の氏名及び同一生計配偶者である旨を記載してください。
(例「氏名(同配)」)
年の中途で就職した方について、その就職前に他の支払者が支払った給与等を通算して年末調整を行った場合には
次のように記載します。

他の支払者の住所(居所)又は所在地、氏名又は名称
他の支払者のもとを退職した年月日
他の支払者が支払った給与等の金額、徴収した所得税及び復興特別所得税の合計額、給与等から控除した社
会保険料の金額

租税条約に基づいて源泉所得税額及び復興特別所得税の免除を受ける方については、免税対象額及び該当条項「〇
〇条約○〇条該当」と赤書きしてください。
退職手当等の支払いを受ける一定の配偶者、扶養親族がいる場合は、氏名等を記載してください。
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